
4. 施工中のトンネルにおける火災防止対策
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It may be considered that the probability of occurrence of accidents due to fire in tunnelling work 

has been increasing since the introduction of the increased use of combustible materials and the incre-

ment of the activities using fir~in the construction process. In fact, not a few serious accidents due 

to fir~in tunnelling work have taken place recently. 

However, to date, there has been insufficient fire safety consideration in tunnelling work ; therefore 

this paper deals with preventive countermeasures against fire in tunnels, especially in the construction 

~tage. 
Firstly, since a series of countermeasures against fire can be considered as a system, a plan for a fire 

safety system in tunnelling work was drawn up. The framed fire safety system in tunnelling work 

includes the following three kinds of sub-systems as a whole. 

S1 : prevention of occurrence of fire in tunnels 

S2 : prevention of fire spread, fire extinguishing, and smoke control 

Ss : workers'emergency escape and rescue of workers 

Secondly, in order to pursue t~e objectives of the fire safety system in tunnelling work, basic require-

ments for each sub-system were pointed out. 

Finally, for the purpose of preventing fire in tunnelling work, it may be concluded that various types 

of safety programs related to fire safety system should be carried out simultaneously and comprehensive-

ly in accordance with individual tunnel characteristics. And, though accidents due to fire are occurring 

in the construction process stage, these countermeasures should be prepared for・not only the construc-

tion process stage but also the design, cost estimate, and execution planning stage. 

•土木建築研究部 Civil Engineering and Architecture Research Division 
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4. 1 はしがき

これまで． トンネル建設工事中に大規模な火災事故

か発生することは比較的まれであった。その大きな理

由として，我力‘国特有の地附，地質的要因から，はと

んどのトンネルでは掘削に伴って湧水かみられ，坑内

か湿潤な状態に保たれていることかあげられる。

しかしなから近年ては， トンネルの高要か増え，施

工されるトンネルの数か飛躍的に増大し，建設される

トンネルが必すしも湧水を伴うものはかりではなく，

また，湧水対策はトンネ！しを施工するうえて最も重要

な対策のひとつとして．これまて多大な努力か傾注さ

れ，さまざまな処理技術力開発された結果．坑内環境

が湿潤てあることもかなり減少してきている。さらに，

施工技術の進展に伴い，使用される建設資材か，易燃

性材料，高分子材料が大量に利用される傾向が強まる

一方て，ガス溶接・溶断等の値接火気を使用する機会

か増えており，また，換気設傭を設欝して，内燃械関

を使用する頻度も増えてきている。これらのことから，

トンネル施工中に火災事故か発生する危険性は増大し

ていると考えられ，事実，大規模な火災事故か最近い

くつかの作業所て発生するに至っている。

いったんトンネル坑内て火災か発生し．初期消火が

遅れ延浣か拡大すると，坑道内は煙，有害カスガ充満

し．視界は阻害され，また呼吸も困難な状態となる。

また， トンネ｝しては，火災時に作業貝か坑外へ脱出す

る避難口は，通常坑口のみどいうトン了｝しの特珠条件

から，避難対策上厳しい制約条件かある。

したがって， トンネル坑内火災は，坑内作業貝にと

って重大な危除性か予想され，火災対培としては，そ

の発生防止対策はもとより，火災か発生し延焼した際

の避難対策についても十分考えておく必要かある。

さて．これまでに，火災時の緊急避難対策について

行われてきた研究は，ピIしや劇場などの，長期問にわ

たり多数の人間か使用する建築物内での避難問題か主

なものであり,1-4) 土木構造物に関しては，鉄道トン

ネルおよひ道路トンネルでの供用時における火災対策

についての報告がみられる。4-6)また，トンネル工事と

類似性を有する炭坑では，メタンガスの発生に伴い，

火災あるいは燦発へ移る可能性を潜在的にもっている

ことから，火災・爆発に対する防災，保安対策は，古

くから重要な課題としてとりあげられている。7,8)

本報告は， トンネルの施工途上における火災防止対

策について， これまてとりあげられることの少なかっ

た緊急時の避帷対策等も含めて，広く検討した結果を

まとめたものである。

4.2 トンネル坑内火災防止システムの構成

施工中のトンネル坑内（坑口付近も含む）て火災か

発生したとさし乃坑内作業貝の安全問題を考えるには，

ます，掘削方式や坑口形式，断面などの，施工するト

ンネル自体の構造的要因と，坑内に滞在する作業員の

行動を支配する人的な要因，およひ坑内ての火災や煙

などの広かりを決定する物理的な要因を考えなければ

ならない。これらの各要因は，お互いに複雑に関連し

缶なから，坑内作業員,Ti安全性を規定して＼‘・る。

ところで， トンネルの坑内火災の安全対策を考える

に当っては，上に述べた物的， 人的な要因に対するさ

まさまな対策を検討しなけ札はならないか，これらを

全体として把握するためには，火災に対して人の安全

を確保するためにとられる一連の活動をシステムとし

てとらえて考寮するのか便利てはなし』かと思われる。

近年，多数の要素かお互いに複雑に関連し合った事柄

を分析するための有力な手段として，システム分析手

法カ・注目されており，火災防止の分野ても，都市防災

91, ヒル火災10) 等に関して活発な研究が行われている。

ここでは，堀内・小林による都市防災システムに関す

る研究9)を参者にして， トンネル坑内火災に閃十る防

止ンズテムの構成を試みる。

システムとは，「多くの要素か互いに関連を持わなが

ら，全体として共通の目的を達成しようとしている集

合体」と定義されており， 11)今回対象とした， 施工中

におけるトンネル坑内ての，火災に対する防災システ

ムの全体を構成してみたのが Fig.4.1である。同図に

示されるように，火災防災システム全体は， S1-Sa

までの 3つのサブシステムから構成されており，シス

テム全体としての目的は， トンネル坑内火災から坑内

作業員の安全を確保することにあり， STARTで始ま

りSTOPまでの流れか満足されてはじめてこのシス

テムの目的か達成されることになる。以下に，このシ

ステム全体を構成する．各サプシステムの目的と，そ

の内容について述べてゆく。

(Sり火災発生防止は， トンネル坑内における火災の

発生自体の可能性を無くすことを目的としており，並
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S1火災発生の防止 s, 延燒防止.j肖九防煙 s, 避鴫救出

出大原悶~ , 可燃品一対策 Ill に~, 11'1歴等 I 11』~,,r-晶II晶
1坑内不億化1
早期覆工
防火帯
スブリンf'7-I

発煙の少い
材料の使用
防題垂れ

Fig.4.1 Structure of fire prevention system in tunnelling work 

坑内火災防止システムの構成

列なシステムA1「出火源の除去」およびA2「可燃物

の対策」から成っている。 A1はさらに，並列なシステ

ムD1「人的要因の除去」と， D2「物的要因の除去」と

に分割され， D1は煙草の火の不始末などの，人間の不

注意による出火原因を除去することであり，また， D2

は電気設備などの物による出火原因を除くことである。

一方，可燃物の対策A2し同様に 2つの並列システ

ムEi「物の不燃化」と， E2「物の撤去」に分割される。

恥は現在使用中の物の機能を維持したまま不燃化対

策を講ずることにより，着火の可能性を無くし，また

E2は，可燃物の存在そのものを無くすこと，あるいは

不燃，難燃物に置きかえることによって出火原因を除

去することである。

(S2)延焼防止・防排煙に関するサプシステムは，火

災発生防止が出来なかった時に，延焼が広がるのを出

来るだけ少なく，かつ時間的に遅くすること，および

発生した煙を出来るだけ広げないことを目的としたシ

ステムである。同システムは，さらに， B1「延焼防止」

と， B2「消火」，および恥「防排煙」の並列なシステ

ムに分割される。 B1はトンネル坑内を出来るだけ不

燃化することや，場合によっては防火帯を構築するこ

とによって，坑内での延焼を防ぐことを目的とするも

のであり， B2はいわゆる消火設備や消防力により，延

焼を初期段階で食い止めることを目的としたシステム

で，システムとしてはさらに「火災の感知• 発見・通

報」と，それに引き続いて「自力消火」および場合に

よっては「自動消火」に分割される。さらに Baは，

煙を出来るだけ発生しない資材を用いることや，発生

した煙の伝播を出来るだけ食い止めることを目的とし

たシステムである。

(Sa)避難・救出システムは，火災発生後の状況によ

り， トンネル坑外の安全域へ，出来るだけ短時間のう

ちに脱出すること，あるいは坑内避難所に籠城した作

業員や，逃げ遅れた作業員を，出来るだけ早急に救出

することを目的としたシステムである。このシステム

では，すみやかに避難行動（脱出，籠城）を行うこと

を目的とするシステム C1と，火災性状，避難状況に応

じて，救出活動を行う目的のシステム C2とに並列的

に分割される。避難システム C1では，避難が必要と

判断されたとき，出来るだけ早く避難の指示を出すこ

と，およびその情報を坑内作業員全体に伝達するシス

テム H1と，指令を受けた後，短時間のうちに坑外へ

脱出する，あるいは坑内避難所に退避して救出を待つ

システムH2の，直列的なサプシステムに分かれる。

一方，救出システムにあっては，救出隊をすみやかに

編成するシステムIiと，編成後のすみやかな救出活動

を行うことを目的とするシステム12との直列的なシス

テムに分割される。
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Table 4.1 Countermeasures against fire corresponding to fire process in tunnel 

火災状況に対応した対策

火災現象 対 策

時間的経過 該当するシステムとその内容

場所

状況 熱 煙 発生防止 延焼防止・防排煙 消 ＊ 避難救助

潜 ●ガス溶接．溶断作業の

在 D1 措置

A1 
人
●火気使用場所の火災防

出s 止措置
火 の ●危険物等がある場所に

原 贋 おける火気等の使用禁

因 止

火 出 着 発 の

源 火 火 煙 除

a 因去 ●電気設備の出火防止

の F1 ●火災感知器の設置

誓 譴 ・火気使用箇所での看視
の 人の配置

屏 悶 ●通報設f龍の設笛およぴ
燃 : その明示物
●材料の不燃化 ●通報連格系統の確保の

Ai 
孟化

●笞報設備の設沼および

可 その明示

燃

物 E2 ●易燃性村料等を使用し
83 

G1 •i肖火器等の設買および火

! 
●発煙の少くない材料

元 ↓ 討:-可且お ない工法．作業の托●
自^ 保保守・点検

付 成 延 発 策 ●理ポロおよび油脂類の処
の使用 ヵ岱員 ●防火槽．防火砂の設置

近 長 焼 煙 消1こ ●坑内水栓の設備
増

●火薬類等の吝器の管理 ●早期覆工の実施
火よ

•初期i肖火の実施 H1 
大 B1 る

●可燃性注材の管理
延
●防火帯．防火戸の設 指 ●通報連絡設備の設覆お

焼
置 示 よぴその明示

防
・スプリンクラーの設

伝
●連絡体制、

止
置 C, 

達
●坑内設備の下燃化 G2 避

動消自日-設備

●本格的i肖火設備の設置

B, 
（スプリンクラー） H2 ●避難通路の確保

●防垣幕の設置 安 ●避帷用具の設置および
防
●排煙設1肩の設置 ,1, に

難
全
管理

排 よ 域
る ●避雅用設i扁の設鼈およ

煙 ・-・ ・ー、

対
の ぴ管理

移 ●避難訓練の実施
坑 策 動 〇避難所の註置
内 延 延 坑

全 焼 焼 内
• il'i防署によるi肖火 ●救出組織の編成

体 拡 伝 It 

大 走
救 ●教護，救出用具の確保

出 ●救急医療薬品等の整情

C2 
隊

の

救 禍

成

h ●救出訓練の実施

出 救 ・連格体制の確保
出
・入坑入員の確認

活

動
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以上， トンネル施工中における坑内火災に対処する

ために考えられるさまざまな対策を，防災システムと

して全体を把握したが，以下の各章では，各システム

ごとの個別的な対策についての問題点を検討してゆく

ことにする。

4.3 トンネル坑内防火対策

火災対策としてもっとも基本となる対策は，考える

べき対象か，施工中のトンネルであれ，あるいはビル

であれ，要は火災を発生させない措潰を講ずることか

まず第 1であり，ついで，いったん火災か発生した場

合に，初期段階で火災を食い止め，延焼拡大を阻止す

る措置を講ずることである。これら，発生防止および

延焼拡大防止を目的とした一連の措置のおおまかな枠

組みは，前章の 81および S2システムで述べたとお

りである。これらのシステムでは，おもに，設備や資

材の整備に関連した事柄が多いので，本章では S1,

S2システムでの対策をまとめて論ずることとした。

さて火災現象を，その最初の出火から，時間の経過

とともに成長・拡大して，ついにはトンネル坑内全体

までに火災か及ぶまで，順を追って列記し，その各段

階ごとに対応する対策を，発生防止，延焼防止，防排

煙， i肖火，避難・救出の各システムごとに分けて，一

覧として示したのが Table4.1である。同表からもわ

かるように，トンネル坑内火災の防火対策は，単一の方

法によるだけでは不十分であり，火災現象の各段階に

対応して，各種の対策を組合せた総合的な対策てなけ

ればならない。ここでは，設備面での対策を中心とし

た，発生防止，延焼防止，防排煙，消火について述べ，

避難・救出については次章で述べる。なお，同表中の

対策にもあるように，施工中のトンネルにあっては，

設備面での整備による対策以外に，資材等の管理もま

た，安全対策上重要な位置を占めるので，管理面での

安全対策もあわせて述べることにする。

なお，設備面による火災安全を考えるに当って，建

築物（ビル）での火災安全ではとくに，建築物の設計

当初よりあらかじめ防災上賦与されている耐火性・内

装などの受動 (Passive)システムと，火災時にはじめ

て動き出す感知・消火等の設備による能動 (Active)

システムとに分けて考えているが，10,12)この問題につ

いては「あとがき」で触れることとして，ここでは厳

密に受動，能動とに区分けして考えないことにする。

ヽ

4.3.1 火災発生防止

火災発生防止措置のおもな内容は，前章で示したよ

うに，出火原因（火源）の除去と，火源周囲の可燃物

への着火を防ぐことである。

まず火源の対策としては，ガス溶接，溶断作業のは

か，喫煙所，ストーブ設置箇所などの直接火気を使用

する作業や場所での火気管理を徹底することと，高圧

電気設備の漏電などによる物の出火原因を除くことで

ある。近年の大型化したトンネル工事では，ガス溶接

溶断作業を行う機会が増えており，これまでに発生し

た施工中における大規模な火災事故は，いずれも，ガ

ス溶接，溶断作業中での出火が原因となっている。し

たがって，坑内でガスまたは電気による溶接，溶断作

業を行うに際しては，厳重な火気管理か要求される。

具体的な措罹としては，労働安全衛生規則で定めら

れた事項以外に看視人を配置するとともに付近の可燃

物を除去，または可燃物に不燃性の覆いをかけること

や，作業箇所付近に，消火器，水，砂などを置くこと，

あるいは，作業終了後に作業箇所の火気点検を行うこ

となどが考えられ，作業標準としてこれらがまとめら

れ，関係労働者に周知徹底させることか~まれる。

他に火気を必要とする場合として，坑内では湧水の

ため，衣服の乾燥，採暖を行うことがあるが，この場

合は，坑内に火気使用場所を設けて火気を管理する必

要がある。このはかに，坑内において火薬類，危険物

その他大量の易燃性の物か存在する場所では，火気等

を禁止するなどの火気管理措置，および喫煙に関しす

る火気管理も必要な対策事項である。

上記の直接火気を取扱う場合以外の出火としては，

前述の高圧電気設備の漏電による出火がある。すべて

の電気設備に漏電火災警報器を設置することは焦理が

あるので，防災上重要な地点での電気設備に設臨する

こと，あるいは消火器を取りつけるなどの措砿か必要

と思われる。

つぎに，可燃物に対する対策としては，まず，使用

する材料の不燃化があげられる。すべての資材を不燃

化させることは困難かつ不経済であるので，前述の火

気使用箇所などを中心に出来るだけ難燃化の方向（難

燃性合板，難燃性プラスチック，難燃性電線の使用）

に向うことが望ましい。また，物の面での不燃化は限

度があるので，可燃物の撤去・管理によって安全性を

確保することも重要な対策である。すなわち，易燃性



-80- 特別研究報告

材料を出来る限り使用しない工法，作業を採用するこ

と，あるいは各種油類．火薬類，矢板．プロック材な

どの可燃性資材は必要最小限度の量しか坑内には持ち

込まないよう配慮することによって．坑内での可燃物

の存在そのものを出来る限り少くなくすることが対策-の第1の要件であり，づいで坑内に持ち込まれた可燃

物．あるいは作業を行う過程で発生する，木屑や油の

しみ込んだポロなどを管理することである。矢板類の

資材は．坑口付近や，作業坑と本坑交点付近の資材置

場に山積みされることが多いが．追って述べるとおり．

これらの場所は避難行動の際の重要な地点であるので，

特に厳重な火気管理が要求される。、木屑，ポロなどは

不燃性の容器に収納するなど． 日常的な整理整頓が大

切である。また，火薬類，危険物，ガス溶接用容器な

どは，坑内坑外を問わず，保管場所を定め火気管理を

徹底することが必要である。

4.3.2 延焼防止・防排煙

不幸にして坑内で火災が発生したときに，火災を一

部の区域に局限して．坑内全体へ延焼するのを防ぐこ

とや，延焼する時間を出来るだけ遅らせること．およ

ぴ，煙の発生を出来る限り少くすることや，発生した

煙の伝播を食い止めることは．次章で述べる避難行動

を容易にするための重要な対策のひとつである。

延焼防止のための基本的な対策としては，前節で述

べた，使用資材の難燃化．可燃物の撤去・管理に加え

て，風管や電線などの坑内設備を出来るだけ不燃化，

難燃化することが，まずあげられる。とくに，換気用

の風管は．発生した煙を排出するのに使用することも

あり，また，燃え易すい材料の風管であれば．坑内全

域にわたって延焼を促進させる要因ともなることから，

鋼管製の風管や，難燃性プラスチ・ックによる風管を用

いることが望ましい。また．施工順序を工夫すること

によって，坑内延焼防止効果を高めることも考えられ

る。たとえば．延長の長いトンネルでは，覆工を早期

に実施することによって，建込まれた矢板類の延焼を

防止することが可能となる。この早期覆工の実施はと

くに，メタンガス等の可燃性．爆発性を有するトンネ

ルでは，延焼防止効果以外に．ガス湧出阻止の効果も

あるので，ガス湧出トンネルでの対策としては有効な

方法と思われる。このほか．延焼を防止するための設

備としては．炭坑での耐火．防火地帯．あるいはビル

での防火区画のように，防火帯，防火戸を設けること．

あるいは消火をかねたスプリンクラー設備など．本格

的な施設が考えられるか，これらの施設を．施工中の

トンネルに実際に設置したという例は．これまでのと

ころみられない。これらの施設を，どの程度の規模の

施工中のトンネルに設置すべきかは，いちかいに決め

られないが，たとえば，長大高速道路トンネルでは，

供用時における車火災防止のために，大規模なスプリ

ンクラーを設置することが増えてきており，スプリン

クラーを設置することがあらかじめ決められているな

らば， トンネル工事終了後の設備工事としてスプリン

クラーを設置するのではなく， トンネル施工と並行し

てこれらの設備を設置することにより，施工途上での

防災も確保することが可能ではないかと思われる。つ

ぎに，煙に関する問題であるが，近年の建築火災．特

に耐火造建物内での火災による死亡原因の主なものは，

有害ガスを含む煙であると指摘されており，人命危険

に最も関係の深い問題として，煙・有害ガス対策は重

視されつつある。煙・有害ガスは，濃煙による人間の

透視距離の減少という視覚的障害や，呼吸障害，刺激

性．中毒性，致死性などの生理的障害を与えるほか．

避難者に与える心理的影響も大きいとされている。3)

トンネルのように閉塞断面が長く続く空間では， とく

に煙による作業員への危険性が大きいと考えられ，延

焼防止対策と並んで，十分な対策が必要とされる。

防煙対策としては，まず，可燃物の不燃化と同様に，

出来るだけ発煙性の少ない資材を用いることによって，

発煙を制御することがあげられる。一般にプラスチッ

ク系の材料は．木質系材料よりも発煙速度（単位時間

当り単位重量当りの発煙量）が高いことか知られてお

り，また同じプラスチック系材料でも．材質によって

発煙速度にかなりの開きかあるので．出来るだけ発煙

速度の小さな資材を選定することが望ましい。つぎに，

排煙であるが．施工中のトンネルで，排煙機を設けた

という例は聞いたことがなく，換気に用いているダク

トによって排煙を行うというのが実情ではないかと思

われる。この場合．換気方式が押込式であれば，発生

した煙の伝播をかえって早くしかねず，また．吸込式

であっても．火点上方からの排煙であれば，火災をそ

の方向に導き，延焼防止の効果も同時に期待出来るが，

出火点以外からの排煙ではかえって火災を拡大させる

おそれもある。また．火災時には．換気装置を停止さ

せると定めている事業所もあり．これら火災時におけ

る換気自体のあり方．換気設備によって排煙を行うと
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した場合の，有効な排煙方法については，いまだ（こ未

検討な分野てあり，今後の研究か望まれるところてあ

る。なお，これまてに行われたヒル火災実験から周囲

を遮へいした長い廊下を煙か伝播してゆく速度は，約

1 m/secと推定されており，1)換気設備による排煙方

式のあり方を考える場合， この数値かひとつの参考値

になるのてはないかと思われる C 最後に，防煙対策と

しては消匿的てはあるか，比較的実際的と思われる，

耐火性防煙垂れ幕によって煙の伝播を遅らせ，避難行

動を助ける方法かある。避難距離か数kmにも及ふ長

大トンネルては，簡易的なものてあっても数ヵ所設置

することによって，湮の伝播速度をかなり減少させる

ことか出来るのてはないかと思われる。

4.3.3 消火

坑内て火災か発生したときは，出来るだけ早く出火

を発見して， i肖火により火災を初期段階て食い止める

ことは極めて重要な対策てあり， また，実際に施工中

のトンネルての火災対策の力点は，おもにこの初期消

火措置におかれている。

出火を早期に発見するために，施工中のトンネル坑

内て火災感知器を設置している冽は，非常に少ないよ

うである。カス溶接・溶断作業のように火気を使用す

る場所ては，看視人を配置することによって，出火の

有無を確認出来るか，査材置場や危険物設置箇所，あ

るいは電気施設，および喫湮所，暖房器具設置箇所な

ど，常時人の目がとどかす，かつ出火のおそれかあり，

防災上重要と思われる箇所には，火災替報装置（感知

器）を取付けることか望ましい。感知器はその作動原

理や特性によって，熱式，煙式，災式との 3つに大別

されるが，設置に当っては，設置箇所での想定火災に

一番適合した種類を選定することと， トンネル坑内て

は湿気か多いことや，粉しんか多いことから，定期的

に保守点検を行うことが必要である。火災感知器に比

べて，緊急時の通報設備や，警報設備は，比較的多く

設置されているようである。通報，警報装置には，電

話，非常ベル，サイレン，スピーカーなどが考えられ

るが，ベルやサイレンなど音による警報の場合はあら

かじめ警報音の種類を定め．関係労働者に周知徹底さ

せておく必要がある。また，通報設備には設置箇所が

容易に判断出来るように，螢光塗料塗布の表示ラベル

ゃ，表示灯を設け，特に電源を必要とする通報設備で

は，停電時でも機能するように，非常用電源を設けて

お＼＇、必要かある。 Fig.4.2(ま，筆者らかあるトンネルエ

事現場を見学した際に，仮りに 2kmのトンネルを想

定して，通禄・替報装置を設置する場合，望ましいと

思われる配置計画の案を，作業所の職員の方に作成し

て頂いたものてある。同図には，切羽のように移動し

てゆく作業箇所ての連絡設備は載せていないか，固定

的な配置計画を考えるには，大いに参考になると思わ

れる。

火災か発生した際に，初期消火を行うために， t肖火

器を設置することはほほ普及しつつあると思われる。

初期消火のための設備には，消火器（粉末ABC消火

器， または強化液消火器か良いとされている）のほか，

トラム缶などを利用した水槽（下燃性のバケツを備え

ておくこと）や防火砂箱（砂とスコ、ップを入れておく

こと）およひ坑内水栓などがあり，配置が必要と思わ

れる箇所としては，溶接・溶断作業箇所，火気使用箇

所，電気設備設置箇所，危険物貯蔵箇所，あるいは資

材置場なとかある。消火器は，使い慣れていないと，

実際の時にはあわててしまい沖々うまく使えない様な

のて，消火訓練を日頃から十分に行うことと，防災上

特に重要な箇所（だとえば斜坑底付近の資材置場）で

は，消火器のほかに防災水槽，坑内水栓などを設置す

ることにより，消火器以外の代替手段によっても消火

を行えるようにしておくことか望ましいc また，消火

器は感知器と同様に，定期的な保守点検によって，常

にその機能を維持しておくことが大切てある。上に述

べた消火設1庸以外には，スプリンクラー等による本格

的設備か考えられるか，防火の節ても述べた様に， ど

の程度の規模の施工中のトンネルで，これらの設備か

必要とされるかは未解明の問題である。

4.4 避難・救出

トンネル坑内で火災が発生，延焼したときに，坑内

にいる作業員が安全な場所へ移動して身の安全を守る

ことを一般に「避難」と呼ぴ，また避難に失敗して行

きだおれになった者や，坑内で籠城した作業員を，早

期に助け出す作業を一般に「救出（または救助）」とい

う。避難対策とは．この避難を達成するための諸々の

対策であり，前章までに述べた，可燃（発煙）材料の

抑制や防煙対策，およぴ火災の早期発見，通報ならび

に初期消火対策は，避難行動を容易にするという目的

も含まれているので，広い意味での避難対策と考えら
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れる。しかしなから，これだけでは十分な対策•とは言

えず，さらに適切な避難計画が策定され，それに基づ

いた対策が実施される必要がある。避帷計画・対策に

ついては，たとえば非常時における人間の心理状態や，

行動特性などについて，全く解明されていない分野が

多く残されているなど，不明確な点が大変多いが，本

章では，施工中のトンネルでの避難対策を考えるに当

って重要と思われる点について検討する。

4.4.1 

避難対策を立てるには．発生防止，延焼防止等の対

策と同様に，さまざまな対策を検討する必要かある。

ところで，避難対策を考えるに当って，建築火災に

おけるこれまでの数多くの災害事例や経験から，いく

つかの重要な一般的通則か，定性的ではあるが得られ

ここでは，建築火災から得られた教訓を足掛ている。

避難対策の原則3)
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りとして， トンネル坑内火災時の避難対策を考えるう べた消火設備として，消火器以外に防火水槽，防火砂

えで原則とすぺき事項について，以下に述べることと 等を重要な箇所に準備しておくことは， Fail-safe,

する。

(1) 「避難経路は簡単明瞭であること」炭坑が網の目

を張りめぐらしたような複雑な坑道を有しているのに

対して， トンネル工事における坑道は極めて単純であ

る。しかし，長大トンネルで切羽が幾つもあったり（立

ち上り箇所），迂回坑や作業坑を幾つも設けた場合など

は，避難時に誤った経路をとらないような措置（標識

等）を講ずることが必要となる。

(2) 「避難手段は原始的手段によること」災害発生と

いう非常事態では，複雑な操作を必要とする装置によ

る避難は不適当であり，最も原始的な人間の歩行によ

る移動を避難の原則とすぺきである。トンネル坑内で

は，早期脱出のために軌道装置などの利用も考えられ

るが，緊急時の混乱した状態での運転は，脱線する可

能性や，歩行による避難者をはねとばす危険性もあり，

また脱線した場合，あとから来た避難者の歩行の障害

にもなることが予想される。したがって，避難行動は，

歩行による移動をまず第1と考え，軌上装置等は次善

の策と考えたうえで，対策を講じておくことが望まし

いと思われる。

(3) 「避難設備は固定的な施設によるべきであり，他

の装置や用具類は，逃げおくれた作業員のための補助

的手段と考えるべきであること」前項で述べた歩行に

よる避難の原則を保障するために， トンネル坑内では

固定的な避難用通路を常に確保しておくことが必要と

される。一酸化炭素用自己救命具等の避難用器具類，

懐中電灯，携帯用照明器具類などは，単なる補助的手

段と考えていた方がよい。前述の軌上装置による避難

も，同様に，補助的手段による避難法と考えた方が位

置づけがはっきりするのではないかと思われる。

(4) 「避難対策は， Fool-proof,Fail-safeの原則

を重視すべきこと」 Fool-proofとは，混乱して馬鹿

な状態になっても，判断や行動が出来る状態を確保す

るための手段を講ずることであり，また， Fail-safe

とは，ひとつの手段が失敗しても，別の手段にて救済

出来るよう対策を講じていることで，避難問題に限ら

ず，安全問題全般に係る一般的な原則である。トンネ

ル坑内での Fool-proofの例としては，例えば前記の

「歩行による避難」があり，また Fail-safeの例と

しては，避難誘導灯，その他電力を用いる設備には， ＇ 

予備電源を備えておくことなどがある。また前章で述

Fool-proofの両方を兼ねた対策であると考えられる。

4.4.2 避難対策

前節で述べた避難の原則をふまえて， トンネル坑内

火災時の避難計画，対策を策定するうえで，あらかじ

め検討が必要と思われる項目を列挙すると，以下の通

り多岐にわたる。すなわち， 1)要避難者数と位置の把

握， 2)出火位置の想定と出火確認， 3)避難経路（連絡

設備，誘導灯等を含む）の確保と整備，およぴ避難連

絡体制の確保， 4)避難所，避難用具の設置の検討， 5)

斜坑交点などにおける避難者の滞留現象の解明， 6)排

煙設備と排煙方式のあり方についての検討， 7)避難行

動の教育・訓練および救出体制の確保と訓練の実施。

避難計画策定上検討が必要なこれらの項目は，一部前

章で触れたものもあるが，避難所の設置問題や，避難

者の滞留現象の解明など，多くが未だに解明されてい

ない項目である。

したがって，ここではまず，坑内で火災が発生して

から，坑内作業員が坑外へ脱出，あるいは救出される

までの避難の一般的な流れを想定し，前記の検討項目

が，避難全体の流れの上でどの様な位置づけにあるか

を明確にしたのち，避難達成のための対策を，防火対

策と同じく，火災の時間経過に対応してまとめた。

まず， Fig.4.3, はビル火災時の避難行動を調査した

研究13)を参考にして，トンネル坑内で火災が発生して

から，坑外脱出または救出までの避難の流れ図を作製

したものである。同図より，前記の検討項目のうち，

まず項目 1)要避難者の把握， 2)出火位置の確認は，

避難行動開始以前での検討項目であり，いかに避難行

動を早く開始させるかが，検討の主な内容と考えられ，

また， 3)~6)までの項目は，避難行動が開始されたの

ち，安全に避難を達成させるための措置を考える項目

であることがわかる。避難行動開始以前での措置には

同図にある通り，出火確認，初期消火，発生通報，坑

内連絡などがあり，これらの問題点については，既に

消火の節で述べた通りであるが，避難の面からみると，

発生通報に続いて避難の指示・伝達を，いかに早く坑

内作業員に徹底させるかが重要と思われる。このため

には，坑内作業員の作業箇所と人数を常に把握してお

くことや，坑内外における連絡系統，連絡方法などを，

日頃から作業員に徹底させておく必要がある。トンネ
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Fig.4.3 Flow chart of evacuation in tunnel 

出火から坑外脱出・救出まての避難の流れ図

ル坑内ては，掘削や覆工などの各作業クループか，ほ

ほ独立に作業を行っていることか多いのて，番割りの

際に， しっかりと作業人員と作業箇所を確認しておく

ことか大切てある。また非常時の連絡も，ベルやサイ

レンなどの単縄な音響のみにょ翠菩報ては，それか何

の合図てあるか即座に判断出来なかったり，出火場所

の確認にとまどうことか多いのて，菩報に引き続いて

火災発生箇所の情報や，初期消火活動の指示，避畦誘

導に関する清報を坑内主体に連絡する設備と体制を常

に確保しておくことか必要である。

避難行動開始後に対応した措置として，ます，歩行

による避難を保障するための避難用通路を確保してお

くことは既に述べたとおりである。坑内通路は常に整

理整とんしておき．適切な箇所に誘導灯を設置してお

かてある C すなわち，出火・炎上地点より奥側の作業

員は， もとの坑口を経由して坑外へ脱出することは，

かなりの困難を伴う。したかって，坑口付近や斜坑底

なとての防火対策は，坑外へつなかる避難路の確保

という点から，特に重要視すべき対策と思われる。ま

た，出火点より坑口測の作業員は，坑外への脱出は可

能てあるガ，避難距離か非常に長い場合には，途中で

煙にまかれ坑外へ脱出出来ないことかある c, 避難路に

関してヒル火災ては，ひとつの避難経路か火災で使え

ない時は，他の経路を使えるようにしておく 「2方向

遥難の原則」というのガある。ところかトンネルでは，

高速道路トンネルて上下糸泉か平行して施工され，かつ

連絡坑で結ばれているような例外的な場合を除くと，

1本の坑内通路のみが避難通路であり，かつ出火位置

くことや，とくに．立坑または斜坑を有するトンネル によっては．安全な避難通路そのものが確保出来なく

では，火災時でも巻上げ設備等を運転出来る措置を講 なる。したがって，坑内に閉じ込められた作業員，あ

じておくことが必要である。また通路付近の適当な箇 るいは煙等によって脱出が遅れた作業員が．一時退避

所に，逃げ遅れた作業員のために．懐中電灯，携帯用 して救出を待つ避難所の設置問題が．長大トンネルで

照明器具あるいは一酸化炭素用自己救命用具などの避 は重要になってくる。現在工事が進められている青函

難用具を設置しておくことも大切である。 トンネルでは多数の火災退避所が設けられており，吉

さて，避難行動を開始した後で一番問題となるのは，• 岡工事企業体の資料によると．本坑作業坑に関して．

流れ図にもある通り，坑外へ脱出することが可能か否 斜坑底付近の3箇所に加えて．平均約630m間隔毎に
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全部で15の退避所か設けられている。青函トンネルの

ような超大規模トンネル工事はとも角，一般のトンネ

ル工事では，どの程度の規模のトンネルで，どの程度

の耐火性，防煙性などの性能を有する退避所を，どの

位置に設けるべきか明確な指針は，現在のところなく，

今後の検討課題となっている。なお，退避所の有無に

かかわらず，さく岩機，ずり積機等の動力として使用

する圧縮空気の送気管には，鋼管，スパイラル管等の

非常の際にも送気出来るものを使用すべきと思われる。

これは，作業員か切羽等に退避した場合，新鮮な空気

の供給により，有害ガス，煙による被害を少なくする

ことが考えられるためである。

つぎに避難者の坑内滞留現象であるか，通常の坑口

からの入出坑の場合には，滞留現象の発生はまず無い

と思われるが，長い距離の立坑や斜坑の作業坑を，巻

上げ装置を利用して入出坑している場合には，一度に

多数の避難者が作業坑交点に集結し，輸送能力を超え

たり，作業坑が煙突の状態となって巻上げ装置が使え

ない場合には，交点付近に避難者の滞留現象が起こる

ことが予想される。前述の青函トンネルにおいて，斜

坑底付近に 3箇所退避所が設けられているのは，この

ような状況に対処するためではないかと思われる。

なお，避難のための教育・訓練については，次節の

救出・救護で併せて述べることとする。

4.4.3 救出・救護

火災発生後避難行動が遅れ，坑内に作業員が閉じ込

められたような場合には，直ちに救出，救護およぴ本格

的な消火活動を開始しなければならない。救出・救護

活動が円滑に行われるためには， 1)救出・救護組織の

編成， 2)救出・救護用具等の準備， 3)医療体制の確保，

などいうならば，坑内火災発生と同時に機能する，救

出・救護，医療体制を， 日頃から確立しておくことが

大切である。救出活動は，組織的かつ慎重に行わない

と，二次災害を発生させるおそれもあるので， しっか

りした救出隊を組織し，外部関係機関（発注者，消防

署など）と十分な連絡協議を行いなから行動すること

か肝要である。救護用具等には，酸素呼吸器，保護具，

副木，担架，各種測定機器などがあるか，緊急時には

直ちに使用出来るよう準備しておくこと。また，医療

体制での事項には，緊急時に連絡すべき病院を日頃か

ら定めておき，、必要に応じて医師の派遣が求められる

ような体制にしておくことが望ましく，また簡単な応

救手当が出来る程度の救急用具，薬品類を準備してお

くことも必要である。

最後に，火災対策に関する教育・訓練について若干

述べる。火災対策は，防火対策という日常的な安全管

理対策に加えて，出火後の初期消火，通報連絡，避難

救出など非日常的な緊急時での対策も含まれているの

で，火災に対する教育・訓練は． 日常的な作業に対す

る教育・訓練とやや異質である。そして，発生は比較

的稀であるか起こった時には緊急を要するということ

そのものが， 日頃からの教育・訓練， とくに避難を中

心とした緊急時の訓練の重要性を，よりいっそう高め

ている。教育・訓練活動の内容は， 日頃から火災発生

防止対策を関係労働者に十分徹底させること，および，

火災発生を想定した，通報・連絡， i肖火．避難，救出

等の訓練とに分けられる。通報・連絡，消火，避難，

救出は，全体で緊急時の対策を構成しているので，訓

練は，個々の対策の訓練ばかりでなく，全体を同時に

行う訓練も必要である。訓練時の想定火災は，訓練実

施時点でのトンネルで最も危険が大きいと予想される

火災を想定するのが良いと思われる。

以上，本章で述べた避難対策および救出・救綾対策

の各項目を，防火対策と同様に，火災の進行状況に対

応してまとめたものを Table1に示した。

4.5 むすび

以上，これまで余り検討されることのなかった，施

工中のトンネル火災対策について，まず対策全体の枠

組を定めたのち，全体を構成する各対策（火災発生防

止対策，延焼防止・消火・防煙対策，および遥難・救

出対策）に関するさまざまな問題点を概括してきた。

ここで述べた事柄は，あくまでも一般的な事項である

ので，実際に施工中のトンネルに運用するに当っては，

個々のトンネルの延長，断面，掘削工法，進捗状況な

どに応じて，内容を適切に変えてゆく必要かある。

ところで，施工中のトンネルで火災を発生させない

ため，あるいは発生しても被害を最小限に留めるため

に，今迄述べてきた対策を，適切に実施することが望

ましいと述べたが，これらの諸対策のうちのいくつか

については， トンネルの施工段階になってから対策を

考えるのでは，実際に実施するのにかなりの困難性を

伴うものがある。たとえば，避難所や本格的な消火設

備や防排煙設備，あるいは連絡設備などは，事前の設
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計，積算あるいは施工計画段階て十分計画を練ってお

くべき項目であって，施工を開始してから計画するの

ては，経済性以外にも，配慨やその他施工性の面ても

困難な問題に遭遇することがある。建築物での火災対

策では既に述べたとおり， PassiveSystemとして，設

計段階から火災安全対策が考慮に入れられており，今

回対象とした施工中のトンネルでも，施工段階におけ

る安全対策のみならす，設計，柏算，施工計画段階か

らも火災安全対策を考えた，いわゆるトータルな火災

安全対策を考える必要かあるのではないかと思われる。

まえかきにも述べたとおり， トンネル施工中に火災

か発生する危険性は増大しており，かついくつかの大

規模な火災事故が発生して社会的にも大きな問題とな

ったことにかんがみて，まず労働基準局長の要請によ

り，建設業労働災害防止協会か中核となった委員会に

より，「トンネル工事等における坑内火災防止対策14)」

か発表されたのに引ぎ続き，運輸省，建設省，消防庁，

および労慟省の関係省庁によって，「工事中の長大トン

ネルにおける防火安全対策m」についての指導要綱が，

昨年10月に定められた。これらの指導要桐などや，今

回述べた事柄を参考にして， トルネル工事が安全裏に

進められることを望むものである。

最後に，火災防止対策の実情調査のために，いくつ

かの炭坑鉱業所やトンネル工事現場を見学させて頂ぎ

ましたか，見学・調査に当り快く御協力頂きました関

係者の方々に対して心より御礼申し上げます。
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